
再生可能エネルギー

の導入促進

経 済 財 政 会 議

平成２ ３年 ７月 ２ ８日

（ 環 境 県 民 局 ）

資料 １－②
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○ 再生可能エネルギーのうち，本県の特性を生かした太陽光発電について，

県としてどのような導入促進策を図ることが効果的か。

グラフグラフグラフグラフ：：：：県内県内県内県内のののの太陽光発電導入量太陽光発電導入量太陽光発電導入量太陽光発電導入量 （※H22の住宅用は12月分までを掲載）

【目標】

H24~? 国：全量固

定価格買取制度

H21県：メガソーラー研

究会，適地リストアップ

【県地球温暖化防止地域計画における導入目標】
（年度ごと導入量） （累計導入量）

H21～ 国：余剰

電力買取制度

H6~17
国：住宅用補助実施

H21~23

県：住宅用補助

実施

H23終了

地地地地 球球球球 温温温温 暖暖暖暖 化化化化 防防防防 止止止止

震災後の再生可能エネルギーへの期待の高まり

・メガソーラー発電の導入促進

（ビジネスモデルの提示等）

・H24以降の住宅用の導入

促進策

H20～
国:住宅用補助復活

～H22 国：事業用

補助新規採択廃止

今後今後今後今後のののの展開展開展開展開のののの方向方向方向方向

≪≪≪≪前提前提前提前提≫≫≫≫全量固定価格買取全量固定価格買取全量固定価格買取全量固定価格買取

制度制度制度制度のののの実施実施実施実施

【【【【施策展開施策展開施策展開施策展開イメージイメージイメージイメージ（（（（太陽光発電太陽光発電太陽光発電太陽光発電））））】】】】

論点論点論点論点
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�考えられる太陽光発電導入促進策の例

メガソーラー発電の導入促進

� 普及啓発普及啓発普及啓発普及啓発

（（（（地球温暖化対策効果地球温暖化対策効果地球温暖化対策効果地球温暖化対策効果・・・・経済経済経済経済メリットメリットメリットメリット・・・・支援制度等支援制度等支援制度等支援制度等のののの広報広報広報広報 等等等等））））

� 設置支援設置支援設置支援設置支援

（（（（補助金補助金補助金補助金，，，，融資融資融資融資，，，，ローンローンローンローン利子補給利子補給利子補給利子補給，，，，市民市民市民市民ファンドファンドファンドファンド 等等等等））））

� 環境整備環境整備環境整備環境整備

（（（（税制優遇措置税制優遇措置税制優遇措置税制優遇措置，，，，事業者事業者事業者事業者のののの育成育成育成育成・・・・優遇優遇優遇優遇 等等等等））））

� 全量固定価格買取制度全量固定価格買取制度全量固定価格買取制度全量固定価格買取制度がががが成立成立成立成立すればすればすればすれば，，，，投資資金投資資金投資資金投資資金のののの回収回収回収回収のののの可能性可能性可能性可能性がががが高高高高まるまるまるまる

⇒⇒⇒⇒ビジネスモデルビジネスモデルビジネスモデルビジネスモデルのののの検討検討検討検討（（（（事業事業事業事業コストコストコストコストのののの抑制抑制抑制抑制，，，，資金調達手法資金調達手法資金調達手法資金調達手法のののの検討検討検討検討））））とととと，，，，

低廉低廉低廉低廉なななな用地用地用地用地のののの確保確保確保確保ががががポイントポイントポイントポイント

住宅用太陽光発電の導入促進

（視点）太陽光発電による売電収入を動機付けとして，県民・事業者による導入が

進む仕組みを構築する
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�背景

●CO２排出削減目標(1990年比)

2020年までに25％削減，2050年までに80％削減 （地球温暖化対策基本法案）

●再生可能エネルギーの導入促進

2030年までに発電電力量に占める再生可能エネルギーの比率を約２０％に
（ 2010年エネルギー基本計画）

地球温暖化防止対策の推進

●再生可能エネルギーのうち，特に太陽光は今後の市場成長が期待されている。

国内の太陽光発電関連産業（太陽電池メーカー，周辺機器メーカー，住宅メーカー，工務店など）の市場規模

2008年度実績：約5000億円 → 2020年度予測：約1兆5000億円
（2010年版エネルギー白書）

環境関連産業の振興

●国のエネルギー政策・温暖化対策の見直しが必至の状況

○「エネルギー・環境会議」の新設

○菅首相表明「再生可能エネルギーの割合を2020年代早期に少なくとも20％超に」

「1000万戸に太陽光パネルの設置を目指す」

●環境負荷の少ないエネルギー源である再生可能エネルギーへの注目の高まり

東日本大震災東日本大震災東日本大震災東日本大震災・・・・福島原発事故等福島原発事故等福島原発事故等福島原発事故等によるによるによるによるエネルギーエネルギーエネルギーエネルギー政策政策政策政策のののの見直見直見直見直しししし
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水力, 8.1% 石炭, 24.7%
ＬＮＧ, 29.4%石油等, 7.6%

原子力, 29.2% 新エネ等, 1.1%
�現状
�発電電力量に占める再生可能エネルギー

（太陽光，水力等）の割合 約９％（2009年）

�発電コストが高い

�日本の太陽光発電導入量は世界第3位

�課題 発電原価の比較（経済産業省資料より）
0102030
405060

太陽光 風力 水力 火力 原子力
円／ｋWh

7～8円8～13円10～14円
49円

5～6円

資料：経済産業省公表資料「平成22年度電力供給計画の概要」

発電電力量構成（2009年） 再生可能エネルギー（太陽光，水力等）9.2％ （万kW）

主要エネルギー源の発電コスト
（大規模） （小規模除く） （LNGの場合）

�発電量が自然条件に左右されやすく不安定

�発電量と需要量の細かな調整が必要

資料：「2010年版エネルギー白書」

資料：経済産業省ホームページ
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�県地球温暖化防止地域計画による目標

事業用太陽光発電導入量

住宅用太陽光発電導入量

４４，８００

（369,600kW）

６，７９５

（約56,100kW）

１９，２００

（158,400kW）

３９３

（約3,200kW)

１１０，３００２８，５５１廃棄物熱利用導入量

６１，３００２２，４５１廃棄物発電導入量

３８５，５００２９７，８０３バイオマス熱利用導入量

９７，０００６６，４５９バイオマス発電導入量

１０００風力発電導入量

５０，７００４２，１２７太陽熱ソーラーシステム導入量

６４，０００

（528,000kW)

７，１８８

（約59,300kW)
太陽光発電導入量

目標値（Ｈ３２） （単位：ｋｌ（原油換算））現状（Ｈ２０）（単位：ｋｌ（原油換算））指標項目

約9倍

約1.2倍

約1.5倍

約1.3倍

約2.7倍

約3.9倍

�H23.3策定の県地球温暖化防止地域計画において再生可能エネルギーの導入目標値を設定

特に，太陽光発電は大幅な増加を目標としている。
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�２３年度事業

62,231千円142,000千円40,000千円154,700千円H23予算額

県市町

・太陽光発電：5施

設（計85kW）

・LED：8施設

・補助率１０/１０

・太陽光発電：8市

町（計85kW）

・LED：21市町

・バイオマスボイ

ラー：１市

・補助率１/３，

上限500万円

（新エネ設備と省

エネ設備とセットで

導入）

・8件（見込み）

・7万円／件

（太陽光発電と省

エネ設備をセット

で導入）

・計3,740件（見込

み）

事業概要

（3年間）

公共施設用

事業者用住宅用対象

�広島県広島県広島県広島県グリーンニューディールグリーンニューディールグリーンニューディールグリーンニューディール基金事業基金事業基金事業基金事業によるによるによるによる導入促進導入促進導入促進導入促進（（（（事業期間事業期間事業期間事業期間H21~23））））
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� 太陽光，風力，水力（30,000kW以下），地熱，バイオマスを用いて発電された電気

� 住宅等における小規模な太陽光発電は，省エネインセンティブの向上等の観点から例外的に余

剰買取とする。

� 新設を対象とする。

� 太陽光発電以外

・15～20円／kWh程度

・買取期間は15～20年程度を基本

� 太陽光発電

・当初は高い買取価格
※

（太陽光発電システムの価格低下に

応じて徐々に低減）

・買取期間は10年（住宅用）

15～20年（非住宅用）

�再生可能エネルギーの全量固定価格買取制度

再生可能エネルギーの普及拡大のため，国は再生可能エネルギーの全量固定価

格買取制度の設立を予定（関係法案を国会に提出中）

買取対象買取対象買取対象買取対象

想定想定想定想定されているされているされているされている買取価格買取価格買取価格買取価格・・・・期間期間期間期間

買取価格買取価格買取価格買取価格・・・・期間期間期間期間ががががコストコストコストコスト回収回収回収回収にににに充分充分充分充分なななな

水準水準水準水準にににに設定設定設定設定されるされるされるされる必要必要必要必要があるがあるがあるがある※買取価格は，発電開始時から買取期間中は固定
買取費用買取費用買取費用買取費用はははは電気料金電気料金電気料金電気料金にににに転嫁転嫁転嫁転嫁されるためされるためされるためされるため，，，，

家庭家庭家庭家庭・・・・企業企業企業企業のののの負担負担負担負担がががが増増増増えるえるえるえる
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